






















1970年代前半のブータンは，1971年 9月の国際連合加盟，1972年 7月の第 3代国王ジグメ・ドル
ジ・ワンチュク（Jigme Dorji Wangchuck，在位 1952～ 1972年）の崩御及び第 4代国王ジグメ・シ





















本稿の構成は以下の通りである。まず第 1節において，第 3次 5ヵ年計画の内容を概観すると同時
に，教育に関連する章・項目の要点を描出する。続く第 2節において，主に同計画と第 2次 5ヵ年計
画の記述の比較を通して，1970年代前半の教育政策の特徴を明らかにする。
１．第 3次 5ヵ年計画の教育政策
第 3次 5ヵ年計画は全 9章から構成されており，予算はそれぞれの章＝部門ごとに配分されている
（表 1，表 2参照）（16）。中国とインドという 2大国と国境を接しているブータンの国家開発は，中国
を牽制するインドの全面的な援助・協力のもとに開始された経緯があり，第 1次 5ヵ年計画（1961～







第 1次 5ヵ年計画及び第 2次 5ヵ年計画の重要な目標は道路建設をはじめとした基礎的インフラの
整備であった。教育に関しては，第 1次 5ヵ年計画開始時に 59校存在した学校は，第 2次 5ヵ年計
画終了時には 102校（うち中学校（junior high school）15校，高等学校（high school）4校，パブリッ






第 3次 5ヵ年計画には 10に及ぶ全体目標が掲げられているが，そのうちのひとつに「量よりも質を
重視し，教育設備・施設を改善する」との一文が見られ（27），教育開発を推進する意気込みが読み取






表 1　第 3次 5ヵ年計画の構成
第 1章 導入（Introduction）
第 2章 第 3次 5ヵ年計画（Third Five Year Plan）








第 6章 産業・鉱山業（Industry and Mining）
第 7章 輸送・通信（Transport and Communication）




第 8章 社会福祉（Social Services）
8.1　一般・技術教育（General and Technical Education）
8.2　保健（Health）







9.5　遺跡の保護・保全（Protection and Preservation of Ancient Monuments）






③  既存の高等学校を中央学校に置き換える。この計画の下で，国内の主要な場所に 9つの中
表2　第 3次 5ヵ年計画の予算案（10万 Rs.）
部　　　門 予算案 割　合











2 協同組合（Co-operation） 18.02 0.5％
3 電力（Power） 248.00 7.0％
4 産業・鉱山業（Industry and Mining） 163.35 4.6％
4.1　大規模・中規模産業（Large and Medium Industries）
4.2　鉱 物開発（Mineral Development）





























7.5　 遺跡の保護・保全（Protection and Preservation of Ancient Monuments）
7.6　 インド代表事務所内の計画チーム 





















⑦  サムツェの教員養成校を拡大し，第 3次 5ヵ年計画中に多くの教員を輩出する。


































































が期待される。したがって，第 3次 5ヵ年計画の最初の 3年間は，40人／年の留学生に奨学金を支
給する。これらの学生は3年間勉強を続ける。ティンプー大学が文系・理系の学生を受け入れるので，
第 4次 5ヵ年計画及び第 5次 5ヵ年計画では，新たな留学生はいないであろう。
12．インド留学奨学金
この計画の下では，ブータン人生徒はインドの大学入学試験（matriculation examination）／イン
ド中等教育修了資格試験（Indian School Certificate Examination: ISCE）を受験するまで勉強する









第 3次 5ヵ年計画の教育政策には大きく 3つの特徴（36）を見出すことができる。













次 5ヵ年計画におけるそれが全体の 1.9％であったのと比較すると興味深い（表 3，表 4参照）。ティ
ンプー大学の構想は少々形を変え，カンルンのパブリック・スクールを格上げするかたちで 1976年
に 2年制の短期大学（junior college）シェラブツェ・カレッジ（Sherubtse College）が開校すること













配置することが掲げられている。史実を紐解くと，1972年 2月 14日から 27日まで 2週間，サムツェ
の教員養成校において，インドの教育研究・研修協議会（National Council of Educational Research 
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and Training: NCERT）から派遣された 6人のインド人教育専門家の指導の下でブータン初の現職教










表 3　第 2次 5ヵ年計画における教育政策の予算案 （10万 Rs.）
名　　　称 予算案 割　合
1 指揮系統（Direction） 12.82 4.6％
2 小学校（Primary schools） 72.54 26.3％
3 中学校（Jr high school） 30.04 10.9％
4 高等学校（Higher secondary schools） 5.16 1.9％
5A ティンプー・パブリック・スクール（Public school Thimphu） 31.99 11.6％
5B カンルン・パブリック・スクール（Kanglung public school: Tashigang） 43.32 15.7％
6 教員養成校（Training institute） 5.83 2.1％
7 博物館（Ta Dzong: Museum） 4.36 1.6％
8 視聴覚教育（Audio visual education） 0.45 0.2％
9 図書館（Library） 0.62 0.2％
10 言語文化学校（Rigney monastery school at Simtokha） 7.95 2.9％
11 技術学校（Junior technical school: Kharbandi） 17.16 6.2％
12 教科書の翻訳及び出版（Translation and publication of text books） 1.27 0.5％
13 手当（Stipend for school studies and training in Bhutan） 13.16 4.8％
14 学位奨学金（Degree scholarship） 2.09 0.7％
15
インド留学奨学金及びブータン・ハウス寄宿寮の管理




出典）RGoB （1966） Second Five Year Plan, Thimphu: RGoB, pp. 24–31より筆者作成。
注 1） 視聴覚教育の経費は原文では 45,000,000Rs. （450Rs. in Lakhs）となっているが、45,000Rs.の誤りである
と考えられる。

















表 4　第 3次 5ヵ年計画における教育政策の予算案 （10万 Rs.）
名　　　称 予算案 割　合
Ⅰ 指揮系統（Direction） 22.25 3.1％
Ⅱ
1 小学校（Primary Schools） 82.00 11.4％
2 中学校（Junior High Schools） 66.00 9.2％
3 中央学校（Central Schools） 180.00 25.0％
4 ティンプー大学（Thimphu Degree College） 73.00 10.1％
5 ティンプー・パブリック・スクール（Thimphu Public School） 43.75 6.1％
6 カンルン・パブリック・スクール（Kanglung Public School） 33.00 4.6％
7 サムツェ教員養成校（Teachers’ Training Institute, Samchi） 15.50 2.1％
8 言語文化学校（Rigney Monastery School） 11.50 1.6％
9 教科書の翻訳・印刷（Translation and Printing of Books in Bhutanese） 3.00 0.4％
10 学位奨学金（Degree Scholarships for Student in India） 16.60 2.3％
11 インド留学奨学金（Scholarships for Studies in India） 82.00 11.4％
12 仏教研究学校（School for Buddhist Studies） 4.90 0.7％
Ⅲ
1 カルバンディ技術学校（Technical School, Kharbandi） 49.00 6.8％
2 デオタン技術学校（Technical School, Deothang） 38.00 5.2％
合計 720.50 100.0％





















出典） National Statistics Bureau （NSB） （2008） Infrastructure Mapping of Bhutan 
2008, Thimphu: NSB.
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　⒂ 平山（2013b）前掲論文，85，88頁。
　⒃ 第 3次 5ヵ年計画の構成や予算案を明示する文献の希少性を考慮し，参考までに表 1及び表 2として取り
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　⒄ Planning Commission, Royal Government of Bhutan （RGoB） （1981） Fifth Five Year Plan 1981–1987 Main 
Document, Thimphu: RGoB, pp. 23–24.
　⒅ Kuensel （1972/8/30） “Tribute to a Beloved King”.
　⒆ Ministry of Development, RGoB （1972） Third Five Year Plan 1971–1976, Thimphu: RGoB, p.1.
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2校が国内に存在した。
　� Ibid., p. 3. ブータンにおいて提出されるこのような数値は文献によってかなりの相違が見られ，必ずしも同
計画が提示するものが正確であるとは断言できない。例えば，第1次5ヵ年計画開始時の学校数及び生徒数は，
11校 400人，11校 440人，59校 1,500人，59校 2,500人，60校 3,000人，70校 4,400人，72校 2,500人等報
告書や論者によって様々なものが提出されている。
　� Ibid. ただし，同計画内には「第 2次 5ヵ年計画終了時，約 400人がインドで学んでいた」との記述も見ら
れる。Ibid., p. 33.
　� 以下，カタカナに原文を付記しているものはブータン国内の地名である。併せて図 1を参照されたい。
　� 1961年に設立されたリグネイ学校（Rigney Institute / Rigney School）。現在の言語文化学院（Institute of 
Language and Culture Studies: ILCS）。
　� 1965年 4月に設立されたドン・ボスコ技術学校（Don Bosco Technical Institute / Don Bosco Technical 
School）。現在の科学技術カレッジ（College of Science and Technology: CST）。






　� Ministry of Development, RGoB （1972） op. cit., p. 31.
　� 詳細は不明であるが，後述のゾンカ専門家やゾンカ教員を指していると考えられる。
　� ゾンカ（Dzongkha）を指している。
　� 以下，ゴシック体の箇所は Ibid., pp. 31–33の要約である。
　� 第 1次 5ヵ年計画開始時に既に 59校が存在していたとされているので，多少誇張された表現であると言
える。
　� ブータンの国語。第 3次 5ヵ年計画には「ブータン語」（Bhutanese language）という単語も使われている。
　� ゾンカを指している。
　� 特徴の提示順は，平山（2013b）前掲論文に提示した第 2次 5ヵ年計画における教育政策の特徴の順番に対
応させている。
　� 平山（2013b）前掲論文，87頁。
　� RGoB （1966） Second Five Year Plan, Thimphu: RGoB, p. 31.
　� 王立ブータンポリテクニック（Royal Bhutan Polytechnic: RBP）。現在のジグメ・ナムゲル・ポリテクニッ
ク（Jigme Namgyel Polytechnic: JNP）。
　� 現在のプナカ高等学校（Punakha Higher Secondary School）。イエズス会修道士ジャック・コフィ（Jack 
Cof fey）の指導の下で開校し，1973年 8月の時点で 94人の生徒（うち 32人は女子）が学んでいた。ジャッ
ク・コフィは，1965年よりブータンにおいて同じくイエズス会修道士のウィリアム・ジョセフ・マッキー
（William Joseph Mackey）の補佐を務め，1968年よりカンルン・パブリック・スクールに勤務していた人物
である。Kuensel （1973/8/12） “Public School Opened at Punakha”.
　� 教員養成センター（Teachers’ Training Centre: TTC）。現在のパロ教育カレッジ（Paro College of Education: 
PCE）。
　� RGoB （1966） op. cit., p. 25.
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　� Kuensel （1972/12/3） “In-Service Training for Bhutanese Language Teachers”.
　� RGoB （1966） op. cit., p. 23.
